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令和５年３月 31日  

神奈川県教育委員会教育長 殿 
県立座間総合高等学校長  

令和４年度 学校評価報告書（目標設定・実施結果） 

 

 視点 
４年間の目標 

（令和２年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（３月 18日実施） 

総合評価（３月 30日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

１ 
教育課程 
学習指導 

①幅広い進路希
望に対応できる
教育課程の編成
と、進路保障の
基盤となる基礎
学力の充実。 
②課題解決に向
け知識・技能を
駆使する力と、
解決に向けて行
動する力の育成
伸長。 
③学習過程の改
善を通して、自
己肯定感を高め
る。 
 

①今年度入学生
より実施される
新教育課程の運
用と、それ以前
の入学生の教育
課程の移行期対
応を進める。 
②③今年度入学
生で実施される
一人一台端末を
活かした「主体
的・対話的で深
い学び」を育む
授業づくりを推
進し、他者との
かかわりの中で
自己肯定感を高
める。 

①多様な進路に
対応した履修パ
ターンを実現で
きるよう新教育
課程の運用につ
いて、移行期を
考慮しながら展
開していく。 
②③一人一台端
末を活用して、
生徒自身が学習
への目的意識を
高め、主体的に
学ぶ授業づくり
を推進するため
に授業改善研修
等を実施し生徒
の自己肯定感を
高める。 

①ガイダンス機能
の強化を図り、適
切な履修指導を行
うことで新教育課
程移行期に対応で
きたか。 
②③一人一台端末
を授業内で有効活
用するこができた
か。生徒による授
業評価質問項目で
「他者の考えを知
ることにより、新
たな考え方を知る
など、自らの考え
を広げ深めること
ができた」の回答
で「かなり当ては
まる」の回答率が
５割を超えたか。 

①共修科目や教科
書選定など新教育
課程の移行期対応
ができた。 
②③一人一台端末
の利活用の促進が
できるように使用
可能アプリケーシ
ョン会社（ロイロ
社）講師を招いた
研修会を行い、具
体的な利活用シー
ンを全職員で共有
することができ
た。また、生徒に
よる授業評価の質
問項目では該当の
質問で目標の回答
率が５割を超え
た。 

①新教育課程がグ
ランドデザインや
スクールポリシー
を実現するものに
なっているのかを
再検証し改善して
いく。また、履修
指導が進路実現に
つながるようにキ
ャリア支援グルー
プと連携しながら
履修指導の更なる
強化を図る。 
②③新教育課程の
学力観を全職員が
理解するとともに
基礎基本の定着を
図っていく必要が
ある。 

①新旧教育課程が混在し
ている中で、生徒の将来
を見据えた教育課程の検
討が実施されている。今
後も新しい学力観につい
て教員自身が学び続けて
ほしい。 
②③今後も Chromebook
を利用し、アプリを用い
た授業の工夫をしてほし
い。同時に、情報モラル
や情報リテラシーについ
ての教育も継続してほし
い。 
②③生徒による授業評価
の信頼性を高められるよ
うに実施方法を整え、
PDCAサイクルを回してほ
しい。 

①新教育課程への教務的対応は
無事に終了した。新教育課程が
グランドデザインやスクールポ
リシーを実現できるかの再検証
及び、新たな設置科目の提案
や、現在ある科目の位置づけの
確認作業なども終了した。それ
ぞれの科目を実際の教育課程に
有機的に組み込んで履修指導に
つなげていくことが次年度の課
題である。履修指導が進路実現
につながるよう、履修指導の更
なる強化を図る必要がある。 
②③現在の授業は新学力観を取
り入れ切れていない部分もあ
る。新教育課程の学力観を全職
員で理解し、新学力観に基づい
た授業を実現させる組織的な授
業改善を実施することが次年度
の課題である。 

①生徒自身に自分の将来を見据
えて科目を主体的に選択する力
をつけさせるために、職員が適
切な履修指導をする。そのため
の情報共有を職員会議で計画
的・組織的に行い、履修指導の
在り方について全職員の共通理
解を図るとともに、進路指導に
接続させる。併せて、新教育課
程の学力観や、観点別評価につ
いて、全職員が学べる機会を確
保するための研修を適宜行う。 
②③指導と評価の一体化の推進
を継続して行い、授業改善へと
つなげる。また、授業改善がど
の程度進んだかをアセスメント
する「生徒による授業評価アン
ケート」について、信頼性のあ
るデータとなるように取り方を
引き続き工夫していく。 

２ 
(幼児・児童・) 
生徒指導・支援 

①一貫した生徒

指導と多様な生

徒への個別支援

を通して、社会

に求められる人

材としての資質

を向上させる。 

②行事・委員

会・部活動等へ

の主体的な取組

による、魅力あ

ふれ活力ある学

校生活の創造。 
③外国につなが
る生徒との交流
を促し、文化や
思考の多様性な
どを相互に理解
することを通し
て多文化共生教
育を推進する。 

①SCや SSWとの

連携・情報共有

を十分に図り、

個別支援と相談

体制の充実を向

上させる。 

②従来の形式に

拘らず新たな内

容を模索し、行

事の中止や縮小

を避け生徒の活

動を保障する。 

③外国につなが

る生徒との交流

会等を企画し、

多文化共生教育

を推進する。 

 

①年次ごとの教

育相談担当職員

を中心に SC や

SSW と連携・情

報共有し、個別

支援の体制を構

築する。 

②委員会活動の

可視化を図り、

教員主導でなく

生徒が考え、提

案する機会を増

やす。 

③ICT 技術を活

用し多文化共生

推進事業等の維

持発展に努め

る。 

 

①SCや SSWと連携

し適時にケース会

議を開催できた

か。また、外部関

係機関との連携を

図ったか。 

②新たな形式の行

事を実践し、生徒

の活動意欲を高め

ることができた

か。委員会・部活

動ではアンケート

等で「主体的に活

動できた」割合が

7割を超えたか。 

③新たな多文化共

生教育推進のため

の企画が打ち出せ

たか。 

 

①カウンセリング

後に SC や担任を

含めたフィードバ

ックを行い情報共

有を図ることがで

きた。また、児相

と連携を図ること

で個別支援を充実

させることができ

た。 

②行事の企画や構

成に関して生徒が

主体的に活動する

様子を見ることが

できた。年度末で

はあるが委員会・

部活アンケートを

実施する。 

③国際交流委員会

が新たな企画を試

み活発な交流がみ

られた。 

①来年度、教育相
談コーディネータ
ーが３名体制にな
る状況を生かし各
年次の個別支援の
充実を図る。ま
た、生徒の学校生
活上の不安や相談
内容について全職
員で情報共有する
ことができる「座
間総合ビックデー
タ」を活用する。 
②体育祭とスポー
ツ大会の試合の組
み立てやタイムテ
ーブルの作成を指
導し、更に生徒自
らが立案できるよ
うにする。 
③在県歓迎会の企
画だけでなく、国
際フェスタに国際
交流委員会として
参加できるような
企画を立てたい。 

①心の悩みや学習上の悩
みを相談できる環境はと
ても大切である。支援が
必要な生徒に対して、SC
や SSW を有効に活用して
生徒の心や不登校の生徒
に対する支援を充実させ
てほしい。 
③多文化教育について、
外国につながりのある生
徒たちを助けるというの
ではなく、彼らの文化を
尊重しようという考えを
生徒や教員が持ち、引き
続き、多文化共生の精神
を培ってほしい。 
③国際交流委員会の活動
などを通して、日本の生
徒と外国につながりのあ
る生徒が共に主体性をも
てるような活動を行って
いってほしい。 
 

①支援を必要とする生徒をスク
ールカウンセラーにつなげ、適
切な情報共有を図ることができ
た。しかし、月に２回のカウン
リングだけでは足りない月もあ
ったので、今後は更に相談窓口
を充実させるなど生徒への支援
を厚くしていきたい。 
②年次スポーツ大会では、ほぼ
生徒だけで企画、運営ができた
が、全体を見通しての準備が十
分でなかった点も見られた。生
徒を見守ると同時に適時の支援
態勢が課題である。 
②③行事において、生徒から新
たな企画も生まれた。今後も生
徒に新たな企画を考えさせ、そ
の実現につなげていきたい。 
③国際交流では、今後も日本語
指導者や多文化教育コーディネ
ーターと連携を図っていく。 

①今後は、年度初めに各年次の
教育相談担当の教職員及び教育
相談コーディネーターを生徒へ
周知する。また、来年度からは
SC、SSW が毎週来校するので、
支援を要する生徒へ個別の支援
をより積極的に行えるよう、校
内体制を整える。 
①全職員が生徒支援の意識を持
って生徒の変化に対する感度を
高め、それを支援につなげる体
制づくりを進める。 
②学校行事を実施する中で失敗
を通して学ぶこともまた有益で
あると生徒、教員で共有し、生
徒の積極的姿勢を引き出し、多
くの経験を積ませていきたい。 
③国際フェスタはコロナが終息
すれば以前のように国際交流委
員会を中心とした企画を主体と
することも考えられる。今後も
多文化共生、国際理解を提唱す
る存在として、単なる文化紹介
に留まらない双方向性を持った
本校独自の取組を進める。 



 

 視点 
４年間の目標 

（令和２年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（３月 18日実施） 

総合評価（３月 30日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

３ 進路指導・支援 

①インターンシ

ップや高大連携

講座などへの積

極的取組を促

し、キャリア形

成意識の向上を

図る。 

②総合学科の特

徴的な学びを成

熟させ、「課題

研究」の充実を

図る。 

③多様な進路選

択に対応できる

基盤の育成。 
 

①②多様な学習
や体験活動を通
じて生徒が課題
を克服し、自ら
を活かす力を育
成する。   
②課題の設定な
ど「探究的な学
び」をくり返し
実践することで
課題解決能力を
育成する。 
③キャリアガイ
ダンスを通し
て、進路希望の
実現に向けて主
体的に努力する
姿勢を育てる。  
 

①高大連携講
座、インターン
シップ等への積
極的参加を促
し、キャリア意
識を育成する。 
②「産業社会と
人間・総合的探
究の時間」の一
貫したプログラ
ムの構築と「課
題研究」の内容
をより充実させ
る。 
 ③総合型選抜
や公募制推薦、
一般受験への積
極的な挑戦を促
す。  

①②「産業社会と
人間・総合的探究
の時間」での学習
で高大連携講座や
インターンシップ
等への積極的参加
を促すことができ
たか。また参加し
た生徒の個々のキ
ャリア意識が高ま
ったか。  
③生徒は指定校推
薦以外の受験方法
にも積極的に挑戦
できたか。新たに
進路アンケートを
実施し、高い進路
満足度が得られた
か。 

①②「産業社会と
人間・総合的探究
の時間」での学習
で校外学習や高大
連携などの講座に
コロナ以前を超え
る生徒が参加し
た。また参加した
生徒の個々のキャ
リア意識が高める
ことができた。  
③大学進学者が例
年より増加した。
指定校型は減り、
総合型・一般受験
の人数、合格率は
ともに増加した。 

①②課題研究のテ
ーマを決定するま
でに時間を要する
ので改善したい。
また、探究的な学
びを実践すること
で生徒に合った進
学先の受験に対応
できるような体制
を整え課題研究の
内容を充実させて
いく。  
③引続き基礎学力
の向上を図り生徒
の進路実現にむけ
た指導を学校全体
で取組む。 

①②進路決定において
は、コロナの状況の中で
もしっかりと生徒の道筋
を付けられたことについ
て、高く評価している。 
①②コロナが収まったの
で、様々な体験学習をも
っと増やしてほしい。 
①②課題研究で、自分の
やりたいことを発見して
それを深め、成果を進路
につなげられれば、総合
学科らしい充実した進路
指導になるだろう。研究
成果をさらに進路実現に
活かしてほしい。 
③外国につながりのある
生徒に対して、資格試験
受験への資金援助の方法
を引き続き模索してほし
い。 

①②「産業社会と人間」「総合
的な探究の時間」での校外学習
や高大連携などの講座に、コロ
ナ以前を超える数の生徒が参加
した。今後も、校外学習に参加
することの有益性を強く訴えか
け、生徒全員が３年間のうちに
少なくとも１つは校外学習に参
加するよう推進していく。 
①②「課題研究」の成果が進路
決定にもつながることから、研
究テーマの決定をどのようにシ
ステム化するかが課題である。 
③大学進学者が例年より増加し
た。指定校型は減り、総合型・
一般受験の人数、合格率がとも
に増加した。生徒が最適な進路
先や受験方法を自ら選択できる
ことが大事であり、そのための
３年間を通じた指導体制の構築
が必要である。 

①②進路実現に向けて、引続き
基礎学力の向上を図りつつ多様
な学びを生かした指導に学校全
体で取り組む。 
①②課題研究のテーマ決定を効
率的に行うためには、調べ学習
の充実に加え、他者との対話の
機会拡大が必要である。発表回
数の増加や外部人材の投入など
を含め検討したい。また、探究
的な学びを実践することで進路
選択の幅が広がることから課題
研究の充実を図っていく。 
③安易に指定校型に頼らず、自
分の目標や適性を自覚させ、最
適な進路先や受験方法を選択す
る力を付けさせる指導体制づく
りに努める。また、奨学金担当
の生活支援グループと連携し、
進学後の経済的な援助に繋げて
いく。 

４ 地域等との協働 

①地域に潜在す

る教育力を活用

し、いろいろな

事に興味関心を

持たせ積極的に

行動すること

で、社会をしな

やかに生きる力

を獲得させる。 
②安全・安心な
学校生活を保障
する環境整備及
び防災教育と災
害発生時の体制
を整備する。 
 

①積極的に地域
の介護施設や教
育施設からのボ
ランティア要請
に応える。 
②防災教育を行
うことで防災意
識を高めるとと
もに防災訓練等
で防災意識を継
続的に持たせ
る。 

①ボランティア
情 報 な ど
Google クラス
ルームにも発信
する。 
②防災訓練が実
施するだけとな
らないように実
施方法を工夫す
る。また、校内
の防災用品を再
点検し計画をた
て、更新、充実
させていく。 

①ボランティアに
関する情報を生徒
へ提供できたか。
また、教育的意義
を伝え積極的に生
徒へ参加を促した
か。 
②防災意識を高め
る訓練等を実施す
ることができた
か。また、校内の
防災倉庫の整理及
び点検や更新につ
いて計画的に実施
できたか。 

①３年ぶりに地域
清掃を実施し、地
域貢献に努めると
ともに、学校周辺
の危険箇所がない
か確認を行った。 
②防災避難訓練で
はシェイクアウ
ト、避難経路の確
認、地域班別の集
合を行った。ま
た、グラウンドへ
の避難を含めた避
難訓練を実施する
ことができた。老
朽化した学校保管
の防災物品の更新
を行った。 

②防災意識を継続
的に高めるために
避難訓練の実施時
間や方法について
今後も様々な展開
を模索する。ま
た、イレギュラー
な状況の中で、で
きる限り多くのリ
スクに対応できる
ための訓練内容を
考えていく。引続
き、防災物品の更
新を計画的に行
う。 

①コロナ前は地域の方々
にも避難訓練に来ていた
だいたり、一緒にやった
りしていたこともあっ
た。今後、新型コロナ対
策が緩和されたら、地域
との協働や交流を再開す
る方向で進んでもらいた
い。 

①新型コロナウイルス感染症の
影響でボランティアや地域と活
動する機会は少なかった。 
①コロナが収まりつつある中、
生徒会役員のみの少人数ではあ
ったが、赤い羽根共同募金の校
外募金活動が実施できた。個人
のボランティア参加が少ないの
で参加を増やしたい。 
②防災訓練の中で、生徒への防
災意識を高める活動ができた。 
②東日本大震災時に幼少期で、
震災の記憶があまりないという
生徒が入学してくるようになっ
てきており、今後もいつ起こる
かわからない災害に対して、防
災訓練等で継続的に防災意識を
高める必要がある。 

①ボランティア活動や地域貢献
活動に参加できる声掛けとボラ
ンティアに関する情報を積極的
に生徒へ提供し、参加を促す。 
①福祉厚生委員にも参加を要請
し、ボランティアに関する情報
発信を Google Classroom を利
用して強化する。 
②防災訓練が形だけの訓練とな
らないように企画を立て、実践
的な工夫を凝らして計画実施す
る。 
②防災用品は１年単位ではなく
数年単位で計画的に購入、更新
を行う。 
 

５ 
学校管理 
学校運営 

①職員のワーク

ライフバランス

を推進する働き

方改革の促進。 
②生徒と向き合
う時間を確保す
るために、組織
的な学校運営と
校務の効率化を
図る。 
 

①②今年度実施
される生徒一人
一台端末導入の
ための通信環境
やアプリ等の整
備を計画的に行
っていく。 
①②多様な働き
方に対応できる
よう各機器やア
プリの使用方法
について、職員
への周知を計画
的に実施してい
く。 
 

①②アクセスポ
イントや各機器
等、計画的な整
備を継続する。 
①②積極的にデ
ジタル化へ切り
替える。会議は
リモートで併用
する。ICT 機器
を利活用するこ
とで、校務等の
効率化を図る。 

①②生徒一人一台
端末導入に対して
対応できる Wi-Fi
環境など整備がき
たか。 
①②リモート会議
を行うための環境
整備やデジタル化
を進めることがで
きたか。校務の効
率化のため ICT 活
用の研修や情報提
供を実施できた
か。 

①②アクセスポイ
ントを１教室１台
に増設した。電波
の入りの良くない
特別教室への設置
も着実に進めるこ
とができた。学校
内規ファイルを紙
で全職員に配付す
ることを中止しデ
ジタル化した。そ
の他、来年度から
紙ベースからデジ
タルベースへ変更
が決定した案件も
あり少しずつでは
あるが、学校全体
がペーパーレス化
を意識するように
なってきた。 

①②アクセスポイ
ントの整備は進ん
できたが使用頻度
が多くなり数年前
に設置したケーブ
ル等の不具合が出
てくるようになっ
ている。改善の要
望が増えてきてお
り今後も整備を継
続する。 
ペーパーレス化は
少しずつではある
が意識する傾向に
ある。デジタル化
を実行するだけで
はなく使いやすい
デジタル化を目指
す。 
 

①生徒一人一台端末につ
いて、購入できない生徒
も出てくる可能性があ
る。その対応において生
徒が引け目を感じないよ
うな配慮をしてほしい。 
②生徒だけではなく、ど
の教員も勤務形態に関わ
らず、容易に学校の通信
ネットワークにアクセス
できるように学校内の
ICT 環境を整えてほし
い。 
 

①ICT を活用する上で校内の
Wi-Fi 環境は整ってきている。
授業においても ICT を使用する
機会が着実に増えている。今後
は、全学年で一人一台 PC を使
用するので Wi-Fi 環境について
再確認をしたい。 
①②ICT の使用頻度が高くなっ
た反面、通信機器の不具合や
ICT 環境改善の要望があり、今
後も環境整備を継続する必要が
ある。また、働き方に関わらず
ICT を利用しやすい整備を進め
ていく。 
②職員間では、現状は紙での資
料作成や配付など、紙の使用が
中心ではあるが、デジタル化や
ペーパーレス化も意識され実践
されつつある。 
 

①今後想定される ICT 機器の整
備に備え、それぞれの機器の使
用頻度や活用方法等を定期的に
確認する。また、常にオンライ
ンを用いる教室の環境を整備
し、誰もが使いやすいデジタル
化を進めるとともに計画的に機
器の購入、更新を行う。 
②今後、職員の服務に関する申
請入力については、デジタル化
を推奨し対応していく。 
②マニュアル等は全員に配付を
するのではなく、できる限りデ
ジタルデータにまとめ、紙での
印刷数部を決めて作成し、閲覧
できるように工夫をする。 
②デジタル化、ペーパーレス化
を推進し、会議の効率的運営を
進め、働き方改革につなげる。 
 

 


